
貸 借 対 照 表
 2025年３月31日現在 

流　動　資　産 4,705,194 流　動　負　債 1,103,801

現 金 及 び 預 金 40,811 買 掛 金 436,688

売 掛 金 447,730 未 払 金 138,140

製 品 170,678 未 払 費 用 228,626

仕 掛 品 1,583,728 未 払 消 費 税 74,755

部 材 199,656 未 払 法 人 税 等 190,612

貯 蔵 品 1,551 預 り 金 5,101

前 渡 金 108,694 役 員 賞 与 引 当 金 16,966

前 払 費 用 18,298 株 式 給 付 引 当 金 12,910

短 期 貸 付 金 1,652,685

未 収 入 金 481,349 固　定　負　債 48,596

立 替 金 10 退 職 給 付 引 当 金 1,889

資 産 除 去 債 務 46,706

固　定　資　産 517,195

有 形 固 定 資 産 72,494 1,152,397

建 物 附 属 設 備 47,268

機 械 及 び 装 置 0 株　主　資　本 4,069,991

工 具 器 具 及 び 備 品 25,226 資　　　本　　　金 10,000

無 形 固 定 資 産 15,937 資　本　剰　余　金 3,065,040

ソ フ ト ウ ェ ア 15,454 そ の 他 資 本 剰 余 金 3,065,040

商 標 権 483 利　益　剰　余　金 994,951

投資その他の資産 428,762 利 益 準 備 金 2,500

投 資 有 価 証 券 5,800 そ の 他 利 益 剰 余 金 992,451

差 入 保 証 金 97,259 繰 越 利 益 剰 余 金 992,451

長 期 前 払 費 用 155

前 払 年 金 費 用 80,897

繰 延 税 金 資 産 244,650

4,069,991

5,222,389 5,222,389

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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（単位：千円）
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個 別 注 記 表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法
(1)有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券（時価のないもの）
　移動平均法による原価法

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法
通常の販売目的で保有する棚卸資産
　製品及び部材 ・・・ 移動平均法による原価法
　仕掛品 ・・・・・・ 個別法による原価法
　貯蔵品 ・・・・・・ 最終仕入原価法
貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。

２．固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産

　定率法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建物附属設備 ・・・・・ 10年～18年
　工具器具及び備品 ・・・ ３年～15年

(2)無形固定資産
自社利用のソフトウェア
　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

３．引当金の計上基準
(1)役員賞与引当金

　役員の賞与支給に備えるため、会社が算定した当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しており
ます。

(2)退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き計上しております。
また、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付
債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
なお、当事業年度末においては年金資産が退職給付債務を上回っているため、投資その他の資産の「
前払年金費用」に計上しております。

(3)株式給付引当金
　従業員に対する当社グループ株式の給付に備えるため、当事業年度末における見込額に基づき計上
しております。

４．収益の計上基準
　受託事業については、顧客による成果物の検収完了により履行義務が充足されるものであることか
ら、当該履行義務が充足された時点で収益を認識しております。
基板の販売については、製品を顧客に引き渡した時点で当該基板に対する支配を獲得するため、履行
義務を充足したと判断し、一時点で収益を認識しております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1)グループ通算制度の適用

　グループ通算制度を適用しております。
(2)法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

　当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開
示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会
計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。

Ⅱ．当期純利益金額

656,061 千円

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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